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物  質  名 無水マレイン酸 ＤＢ－46 

別   名 
2,5-フランジオン 
マレイックアンハイドライト 
 

C A S 番号 108-31-6 
PRTR 番号 第 1 種 313 
化審法番号 2-1101 

構 造 式 
 
 
 

分 子 式 C4H2O3 分 子 量 98.06  
沸 点 202.0 ℃ 1） 融 点 52.8 ℃ 1） 
蒸 気 圧 5 × 10-5 torr (20℃) 2） 換 算 係 数 1 ppm = 3.71 mg/m3 (25℃) 
分配係数（log Pow） マレイン酸として－0.48 3） 水 溶 性 可溶 1） 

急急急    性性性    毒毒毒    性性性    
 
 動物種 経路 致死量、中毒量等  
 マウス 経口 LD50 465 mg/kg 4）  
 ラット 経口 LD50 400 mg/kg 4）  

 

中中中    ・・・    長長長    期期期    毒毒毒    性性性    

・Fischer 344 ラットに 0、10、32、100 mg/kg/day を 2 年間混餌投与した結果、32 mg/kg/day 以

上の群で体重減少を認めたが、その他の影響は認めなかった。この結果から、NOAEL は 10 
mg/kg/day であった 5）。 

・CD ラットに 0、20、55、150 mg/kg/day をコーン油に添加して強制経口投与した二世代試験

の結果、本物質に関連した死亡と腎臓の病理学的変化を 150 mg/kg/day 群の F0 、F1 世代の親

ラットで認めた。また、複数の腎臓障害を 20 mg/kg/day 以上の群で認めた。この結果から、

LOAEL は 20 mg/kg/day であった 6）。 
・ラット、ハムスター、サルに 0、1.1、3.3、9.8 mg/m3 を 6 ヶ月間（6 時間/日、5 日/週）吸入

させた結果、全種で鼻腔と眼に対する刺激を認めた。この症状は 9.8 mg/m3 群でもっとも強

く現われたが、1.1 mg/m3 群でも認められた。血液、生化学、尿の各検査では影響を認めなか

ったが、全種の鼻腔組織に炎症、鼻腔粘膜上皮の過形成及び異形成を認めた。これらの結果

から、LOAEL は 1.1 mg/m3（暴露状況で補正；0.2 mg/m3）であった 7）。 

生生生    殖殖殖    ・・・    発発発    生生生    毒毒毒    性性性    

・CD ラットに 0、20、55、150 mg/kg/day をコーン油に添加して強制経口投与した二世代試験

の結果、妊娠率や受精率、胎仔数、生存出生仔数などに影響を認めなかった 6)。 
・CD ラットに 0、30、90、140 mg/kg/day を妊娠 6 日目から 15 日目までコーン油に添加して強

制経口投与した結果、胎仔への影響を認めなかった 8)。 

ヒヒヒ    トトト    へへへ    ののの    影影影    響響響    

・本物質は焼灼するような痛み、小疱疹、皮膚や眼の刺激、鼻炎、咳、発熱、倦怠感を起こし、

さらに重篤な症状として貧血、気管支炎、気腫を起こす。また、喘息（呼吸困難）や蕁麻疹

も起こすことがある 9)。 

・ 職業暴露の事例では、気管支炎及び皮膚炎の発症 10)、肺水腫及びヒスタミン負荷に対する気

道の反応性の増加 11)が報告されている。 
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発発発    ががが    んんん    性性性    

IARC の発がん性評価：評価されていない。 

許許許    容容容    濃濃濃    度度度    
 
 ACGIH 12) TLV-TWA   0.1 ppm（0.4 mg/m3）  

 日本産業衛生学会 13) 許容濃度     0.1 ppm（0.4 mg/m3） 
最大許容濃度 0.2 ppm（0.8 mg/m3） 

 
 

暫暫暫    定定定    無無無    毒毒毒    性性性    量量量    等等等    ののの    設設設    定定定    

 経口暴露については、ラットの中・長期毒性試験から得られた NOAEL 10 mg/kg/day（体重

減少）を採用し、暫定無毒性量等として設定する。 
 吸入暴露については、ヒトの許容濃度 0.4 mg/m3（感作の予防）を暫定無毒性量等として設

定する。 
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